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平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

第
三
千
八
百
七
十
四
号

増

刊

①

　
　
　
　

規
　
　
　
則
（
第
七
号
）

○
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
福
岡
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
施
行�

規
則�

（
税　

務　

課
）
…
…
…
…
…
一

　
　
　
　

告
　
　
　
示
（
第
百
六
十
二
号-
第
百
六
十
四
号
）

○
福
岡
県
農
業
経
営
負
担
軽
減
支
援
資
金
利
子
補
給
規
定
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

�

（
団
体
指
導
課
）
…
…
…
…
一
三

○
福
岡
県
に
お
け
る
主
要
農
作
物
の
奨
励
品
種
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

�
（
水
田
農
業
振
興
課
）
…
…
…
…
一
三

○
収
納
代
理
金
融
機
関
の
指
定
の
一
部
改
正�

（
会
計
管
理
局
会
計
課
）
…
…
…
…
一
三

○
悪
臭
防
止
法
に
基
づ
く
規
制
地
域
及
び
規
制
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

�

（
環
境
保
全
課
）
…
…
…
…
一
三

　
　
　
　

教
育
委
員
会

○
へ
き
地
等
学
校
の
指
定
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

�

（
教
育
庁
教
職
員
課
）
…
…
…
…
一
三

　

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
福
岡
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則
を
制
定
し
、
こ

こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

�

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

福
岡
県
規
則
第
七
号

　
　
　

地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
福
岡
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
施
行
規
則

�　

（
趣
旨
）

第�

一
条　

こ
の
規
則
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
福
岡
県
税
の
不
均
一
課
税
に
関
す
る
条
例
（

平
成
二
十
七
年
福
岡
県
条
例
第
五
十
六
号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事

項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

　

（
権
限
の
委
任
）

第�

二
条　

知
事
は
、
条
例
に
規
定
す
る
事
業
税
（
二
以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所

を
設
け
て
事
業
を
行
う
法
人
で
他
の
都
道
府
県
に
主
た
る
事
務
所
又
は
事
業
所
を
有
す
る
も
の
（
次

項
に
お
い
て
「
分
割
支
店
法
人
」
と
い
う
。
）
に
係
る
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ

。
）
及
び
不
動
産
取
得
税
の
不
均
一
の
課
税
に
関
す
る
知
事
の
権
限
に
属
す
る
事
務
の
う
ち
、
次
の

表
の
下
欄
に
掲
げ
る
福
岡
県
県
税
事
務
所
の
所
管
区
域
（
福
岡
県
県
税
事
務
所
設
置
条
例
（
昭
和
二�

十
五
年
福
岡
県
条
例
第
三
十
七
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
所
管
区
域
を
い
う
。
）
に
事
業
税
及
び
不

動
産
取
得
税
の
納
税
地
が
あ
る
も
の
を
同
表
上
欄
に
掲
げ
る
福
岡
県
県
税
事
務
所
の
長
に
委
任
す
る

。
２�　

知
事
は
、
条
例
に
規
定
す
る
事
業
税
（
分
割
支
店
法
人
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
の
不
均
一
の
課

税
に
関
す
る
知
事
の
権
限
に
属
す
る
事
務
を
福
岡
県
博
多
県
税
事
務
所
長
に
委
任
す
る
。

　

（
特
別
償
却
設
備
に
係
る
所
得
金
額
等
の
計
算
方
法
）

第�

三
条　

条
例
第
二
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算
し
た
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ

目
　
　
　
次

規
　
　
　
則

福
岡
県
博
多
県
税
事
務
所

福
岡
県
博
多
県
税
事
務
所

福
岡
県
東
福
岡
県
税
事
務
所

福
岡
県
東
福
岡
県
税
事
務
所

福
岡
県
西
福
岡
県
税
事
務
所

福
岡
県
西
福
岡
県
税
事
務
所

福
岡
県
筑
紫
県
税
事
務
所

福
岡
県
筑
紫
県
税
事
務
所

福
岡
県
北
九
州
東
県
税
事
務
所

福
岡
県
北
九
州
東
県
税
事
務
所

福
岡
県
行
橋
県
税
事
務
所

福
岡
県
北
九
州
西
県
税
事
務
所

福
岡
県
北
九
州
西
県
税
事
務
所

福
岡
県
飯
塚
・
直
方
県
税
事
務
所

福
岡
県
飯
塚
・
直
方
県
税
事
務
所

福
岡
県
田
川
県
税
事
務
所

福
岡
県
久
留
米
県
税
事
務
所

福
岡
県
久
留
米
県
税
事
務
所

福
岡
県
大
牟
田
県
税
事
務
所

福
岡
県
筑
後
県
税
事
務
所



第３８７４号 増刊①福 岡 県 公 報平成 29 年３月 10 日　金曜日 2

告
書
に
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
法
人
事
業
税
の
不
均
一
課
税
計
算
書
（
様
式
第
二
号
）
を
添

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３�　

条
例
第
二
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
事
業
税
の
不
均
一

課
税
の
申
請
に
対
す
る
決
定
通
知
書
（
様
式
第
三
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　

（
不
動
産
取
得
税
の
不
均
一
課
税
の
手
続
等
）

第�

五
条　

条
例
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
不
動
産
取
得

税
の
不
均
一
課
税
申
請
書
（
様
式
第
四
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２�　

条
例
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
不
動
産
取
得
税
の

不
均
一
課
税
の
申
請
に
対
す
る
決
定
通
知
書
（
様
式
第
五
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　

（
不
動
産
取
得
税
の
徴
収
猶
予
に
係
る
通
知
）

第�

六
条　

条
例
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
徴
収
の
猶
予
を

し
た
と
き
に
あ
っ
て
は
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
不
動
産
取
得
税
の
徴
収
猶
予
決
定
通
知
書
（

様
式
第
六
号
）
、
同
項
の
規
定
に
よ
る
徴
収
の
猶
予
を
し
な
い
こ
と
と
し
た
と
き
に
あ
っ
て
は
地
方

活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
不
動
産
取
得
税
の
徴
収
猶
予
を
し
な
い
旨
の
通
知
書
（
様
式
第
七
号
）
に

よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２�　

条
例
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
不
動
産
取
得
税
の

徴
収
猶
予
取
消
通
知
書
（
様
式
第
八
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　

（
不
動
産
取
得
税
の
還
付
の
手
続
）

第�

七
条　

条
例
第
六
条
第
一
項
の
申
請
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
不
動
産
取
得
税
の
還
付
申

請
書
（
様
式
第
九
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

る
区
分
ご
と
に
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
算
式
に
よ
り
計
算
し
た
額
の
合
算
額
と
す
る
。

　

一　

電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
又
は
倉
庫
業
に
係
る
所
得
又
は
収
入
金
額　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　

×　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

二　

鉄
道
事
業
又
は
軌
道
事
業
に
係
る
所
得
金
額　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　

×　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

三　

前
二
号
以
外
の
業
種
に
係
る
所
得
又
は
収
入
金
額　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

２�　

前
項
の
固
定
資
産
の
価
額
、
軌
道
の
延
長
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
数
及
び
従
業
者
の
数
の
算
定
に
つ
い
て

は
、
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
二
十
六
号
）
第
七
十
二
条
の
四
十
八
第
四
項
か
ら
第

六
項
ま
で
、
第
九
項
及
び
第
十
項
並
び
に
第
七
十
二
条
の
五
十
四
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業
税
の
分

割
基
準
及
び
所
得
の
算
定
の
例
に
よ
る
。

　

（
事
業
税
の
不
均
一
課
税
の
手
続
等
）

第�

四
条　

条
例
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
は
、
地
方
活
力
向
上
地
域
に
お
け
る
事
業
税
の
不

均
一
課
税
申
請
書
（
様
式
第
一
号
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

２�　

法
人
の
事
業
税
に
係
る
条
例
第
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
を
し
た
者
は
、
当
該
事
業
税
に

係
る
地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
第
六
号
様
式
に
よ
る
申
告
書

（
中
間
申
告
及
び
こ
れ
に
係
る
修
正
申
告
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
を
提
出
す
る
と
き
は
、
当
該
申

当
該
個
人
又
は
法
人
に
課
す
る
事
業
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
当
該
年
又
は
事
業
年
度
に
係

る
所
得
又
は
収
入
金
額

　
　
　
　
当
該
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
特
別
償
却
設
備
に
係
る
固
定
資
産
の
価
額

　
�当
該
特
別
償
却
設
備
を
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
者
が
県
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所

の
固
定
資
産
の
価
額

当
該
個
人
又
は
法
人
に
課
す
る
事
業
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
当
該
年
又
は
事
業
年
度
に
係

る
所
得
金
額

　
当
該
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
軌
道
の
う
ち
特
別
償
却
設
備
に
係
る
軌
道
の
延
長
キ
ロ
メ
ー

　
ト
ル
数

　
当
該
軌
道
を
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
者
が
県
内
に
有
す
る
軌
道
の
延
長
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
数

当
該
個
人
又
は
法
人
に
課
す
る
事
業
税
の
課
税
標
準
と
な
る
べ
き
当
該
年
又
は
事
業
年
度
に
係

る
所
得
又
は
収
入
金
額

　
　
　
　
　
�当
該
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
特
別
償
却
設
備
に
係
る
従
業
者
の
数

×
�当
該
特
別
償
却
設
備
を
新
設
し
、
又
は
増
設
し
た
者
が
県
内
に
有
す
る
事
務
所
又
は
事
業
所

の
従
業
者
の
数
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様式第１号（第４条関係）

円  新設し、又は増設した特別償却設備の取得価額の合計額

　。

年　　　月　　　日  地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定を受けた日

移転型・拡充型 地方活力向上地域特定業務施設整備事業の区分

申　請　者
所　在　地
（住　 所）

　　　　 受付印

　る条例第２条第１項の規定の適用を受けたいので、同条第２項の規定により申請します

フリガナ

　　　　年　　月　　日　　
法人名及び
代 表 者 名
（氏　 名）

 ㊞　
福岡県

　　　　   県税事務所長　殿
 電話　　　　 －　　　　 －　　

個人番号又
は法人番号

（右詰で記載）

　　　　　　　　　地方活力向上地域における事業税の不均一課税申請書

　　　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの事業年度（年）に係る法

　人（個人）の事業税について、地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関す

（注）１ この申請書は、法人にあっては不均一課税の適用を受けようとする事業年度の

確定申告書の提出期限まで、個人にあっては不均一課税の適用を受けようとする

年度の前年度の３月 日までに提出してください。なお、提出の際は、次の書類

を添付してください。

（１）地方活力向上地域特定業務施設整備計画認定申請書（地域再生法施行規則

別記様式第 又は第 ）の写し

（２）地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定通知書（地域再生法施行規

則別記様式第 又は第 ）の写し

（３）事業所全体の平面図（新設し、又は増設した部分が明示されたもの）

（４）法人にあっては減価償却明細書（法人税法施行規則別表 ）の写し、個人

にあってはこれに代わるもの

（５）地方活力向上地域特定業務施設整備計画に関する実施状況報告書（地域再

生法施行規則別記様式第 又は第 ）の写し（この申請書に記載された事業

年度（年）に係るもの）

（６）特定業務施設等の整備に係る投資額の内訳を記載した書面

（７）新設し、又は増設した特別償却設備等に係る従業者の氏名及び勤務箇所を

記載した書面

（８）その他県税事務所長が必要と認める書類

２ 前事業年度（年）に係る事業税について不均一課税の適用を受けている場合で

あって、認定を受けた地方活力向上地域特定業務施設整備計画及び（１）から（

３）までの書類の内容に変更がないときは、（５）から（８）までの書類のみ提

出してください。
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様式第２号（第４条関係）

年 月 日

福岡県

県税事務所長 殿

所在地

法人名

地方活力向上地域における法人事業税の不均一課税計算書

地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関する条例第２条第１項の規定により不均一課税の適用を受ける法人事業

税額及びその算出基礎について、次のとおり申告します。

１ 新設し、又は増設した特別償却設備

所 在 事業年度
年 月 日から

年 月 日まで

事業の用に供

し た 年 月 日
年 月 日

名 称 申告区分 確 定 ・ 修 正 不均一課税率
１ ３ ７
─ ・ ─ ・ ─
２ ４ ８

２ 不均一課税の適用を受ける課税標準及び税額

所 得 区 分

不均一課税適用前の額
不均一課税の適用を
受 け る 額

不均一課税の適用を
受 け な い 額

不 均 一 課 税
適 用 後 の 額

税
率

①

所 得

②

本県にお
ける課税
標 準 額

③

算出税額

③×①

④

課 税
標 準 額
③ ⑪
×⑫

⑤

税 額
⑤×①×
不均一
課税率

⑥

課 税
標 準 額
③ ⑪×
⑪－⑫

⑦

税 額

⑦×①

⑧

算出税額

⑥＋⑧

⑨

減 額 を
受ける額
④－⑨

⑩

所

得

金

額

年 万円以下
円 円 円 円 円 円 円 円 円

年 万円超

～ 万円以下

年 万円超

計

軽減税率不適

用法人の金額

収入金額

３ 不均一課税の適用を受ける額の算出基礎

区 分
月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

月
末

計

事業年度
末日現在
における
数 値

備 考

本県内の従業者数
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

⑪

うち新設し、又は増設

した特別償却設備に係

る従業者数

⑫

裏面をお読みください。

受付印
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（注）１ この計算書は、法人事業税の確定申告書又はこれに係る修正申告書を提出する際に、当該申告書に添付してください。

２ 「不均一課税率」とは、地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関する条例第２条第１項の規定により税率に

乗じる割合のことをいい、特別償却設備を事業の用に供した日の属する事業年度は「１／２」、特別償却設備を事業の用に

供した日の属する事業年度の翌年度は「３／４」、特別償却設備を事業の用に供した日の属する事業年度の翌々年度は「７

／８」になります。

３ 事業の用に供した日が異なる事業年度に属する特別償却設備を有し、２以上の不均一課税率の適用を受ける場合は、不均

一課税率ごとにこの計算書を作成してください。

４ 課税標準額は千円未満を切り捨てた額を、税額は百円未満を切り捨てた額をそれぞれ記載してください。なお、⑤及び⑦

を算定する場合において、③を⑪で除して得た数値に小数点以下の数値があるときは、当該小数点以下の数値のうち⑪の桁

数に１を加えた数に相当する数の位以下の部分を切り捨ててください。

５ 従業者数は、地方税法に規定する事業税の分割基準の算定の例に従い、記載してください。

６ ５にかかわらず、電気供給業、ガス供給業又は倉庫業を営む法人については、従業者数は記載せず、⑪に事業年度の末日

現在における本県内の固定資産の価額を、⑫に⑪のうち新設し又は増設した特別償却設備に係る固定資産の価額をそれぞれ

記載してください。

７ ５にかかわらず、鉄道事業又は軌道事業を営む法人については、従業者数は記載せず、⑪に事業年度の末日現在における

本県内の軌道の延長キロメートル数を、⑫に⑪のうち新設し又は増設した特別償却設備に係る軌道の延長キロメートル数を

それぞれ記載してください。
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様式第３号（第４条関係）

管理番号又は
課 税 番 号

事業年度 年
又は課税年度

不 均 一 課 税
適用前の税額 円

不 均 一 課 税
適用後の税額 円

減額を受ける
税 額 円

　理　由

　

教示
１　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月
　以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。
　　なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なる
　べく所轄県税事務所長を経由して提出することとしてください。
２　この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ
　とができません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起
　算して６か月以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消
　しの訴えを提起することができます。
　　ただし、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決
　を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。
　（１）審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　（２）処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
　　　るとき。
　（３）その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
　た場合は、審査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌
　日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
　す。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があっ
　た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴
　えを提起することが認められる場合があります。

第         　号

  年　 　月　　日

　　　　　　年　　月　　日付けで地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関する

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県　　　　　県税事務所長

　

　条例第２条第１項の規定の適用に係る申請があった法人（個人）事業税について、下記のと

　おり（下記理由により）同項の規定を適用する（しない）こととしたので、同条第３項の規

地方活力向上地域における事業税の不均一課税の申請に対する決定通知書

　定により通知します。

印
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様式第４号（第５条関係）

土地
家屋

不 動 産 の 取 得 年　　　　　　月　　　　　　日 

家 屋 の 建 設 に 着 手 す る 予 定 年　　　　　　月　　　　　　日 

 摘 要

不動産の種類、構造、用途及び規模 ㎡ 

不 動 産 の 所 在 地

　り申請します。

フリガナ

　　　　年　　月　　日　　
法人名及び
代 表 者 名
（氏　 名）

 ㊞　
福岡県

　　　　   県税事務所長　殿
 電話　　　　 －　　　　 －　　

個人番号又
は法人番号

（右詰で記載）

　　　　　　　地方活力向上地域における不動産取得税の不均一課税申請書

　　下記不動産に係る不動産取得税について、地方活力向上地域における福岡県税の不均

　一課税に関する条例第３条第１項の規定の適用を受けたいので、同条第２項の規定によ

申　請　者
所　在　地
（住　 所）

　　　   受付印 課　税　番　号 課税年度

（注）１ この申請書は、不動産取得税申告書（福岡県税条例施行規則第 号様式）と同

時に提出してください。なお、提出の際は、次の書類を添付してください。

（１）地方活力向上地域特定業務施設整備計画認定申請書（地域再生法施行規則

別記様式第 又は第 ）の写し

（２）地方活力向上地域特定業務施設整備計画の認定通知書（地域再生法施行規

則別記様式第 又は第 ）の写し

（３）取得不動産が建物の場合は、新設し、又は増設した建物の各階平面図（対

象となる部分が明示されたもの）及び建物図面（土地を併せて取得した場合）

（４）取得不動産が土地の場合は、当該土地の取得の日の翌日から起算して１年

以内に特別償却設備である建物の建設に着手することが認められる書類

２ 特別償却設備を新設し、又は増設した日の属する事業年度（年）の確定申告後

、速やかに次の書類を提出してください。

（１）法人にあっては減価償却明細書（法人税法施行規則別表 ）の写し、個人

にあってはこれに代わるもの

（２）地方活力向上地域特定業務施設整備計画に関する実施状況報告書（地域再

生法施行規則別記様式第 又は第 ）の写し（特別償却設備を新設し、又は

増設した日の属する事業年度（年）に係るもの）

（３）特定業務施設等の整備に係る投資額の内訳を記載した書面

（４）その他県税事務所長が必要と認める書類
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様式第５号（第５条関係）

課 税 番 号 課 税 年 度

不 均 一 課 税
適用前の税額 円

不 均 一 課 税
適用後の税額 円

減額を受ける
税 額 円

　理　由

　

教示
１　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月
　以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。
　　なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なる
　べく所轄県税事務所長を経由して提出することとしてください。
２　この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ
　とができません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起
　算して６か月以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消
　しの訴えを提起することができます。
　　ただし、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決
　を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。
　（１）審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　（２）処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
　　　るとき。
　（３）その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
　た場合は、審査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌
　日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
　す。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があっ
　た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴
　えを提起することが認められる場合があります。

第         　号

  年　 　月　　日

　　　　　　年　　月　　日付けで地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関する

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県　　　　　県税事務所長

　

　条例第３条第１項の規定の適用に係る申請があった不動産取得税について、下記のとおり（

　下記理由により）同項の規定を適用する（しない）こととしたので、同条第３項の規定によ

地方活力向上地域における不動産取得税の不均一課税の申請に対する決定通知書

　り通知します。

印
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様式第６号（第６条関係）

課　税　番　号 課税年度

　理　由

徴　収　猶　予　期　間

教示
１　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月
　以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。
　　なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なる
　べく所轄県税事務所長を経由して提出することとしてください。
２　この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ
　とができません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起
　算して６か月以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消
　しの訴えを提起することができます。
　　ただし、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決
　を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。
　（１）審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　（２）処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
　　　るとき。
　（３）その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
　た場合は、審査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌
　日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
　す。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があっ
　た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴
　えを提起することが認められる場合があります。

第         　号

  年　 　月　　日

　　　　　　年　　月　　日付けで地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関する

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県　　　　　県税事務所長

　

　条例第３条第１項の規定の適用に係る申請があった不動産取得税について、下記のとおり徴

　収の猶予をすることとしたので、同条例第４条第２項の規定により通知します。

地方活力向上地域における不動産取得税の徴収猶予決定通知書

徴 収 猶 予 金 額

　　　　　　　　　　　　から

　　　　　　　　　　　　まで

　　　　　　　　　　円

印
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様式第７号（第６条関係）

　理　由

教示
１　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月
　以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。
　　なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なる
　べく所轄県税事務所長を経由して提出することとしてください。
２　この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ
　とができません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起
　算して６か月以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消
　しの訴えを提起することができます。
　　ただし、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決
　を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。
　（１）審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　（２）処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
　　　るとき。
　（３）その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
　た場合は、審査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌
　日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
　す。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があっ
　た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴
　えを提起することが認められる場合があります。

第         　号

  年　 　月　　日

　　　　　　年　　月　　日付けで地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関する

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県　　　　　県税事務所長

　

　条例第３条第１項の規定の適用に係る申請があった不動産取得税（課税番号　　　　　　　

　　課税年度　　）について、下記の理由により徴収の猶予をしないこととしたので、同条例

地方活力向上地域における不動産取得税の徴収猶予をしない旨の通知書

　第４条第２項の規定により通知します。

印
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様式第８号（第６条関係）

課　税　番　号 課税年度

　理　由

　　　　　　　　　　　　から

　　　　　　　　　　　　まで

　　　　　　　　　　円

徴　収　猶　予　期　間

教示
１　この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月
　以内に、福岡県知事に対して審査請求をすることができます。
　　なお、審査請求をする場合、審査請求書は、正副２通を提出しなければなりませんが、なる
　べく所轄県税事務所長を経由して提出することとしてください。
２　この処分の取消しの訴えは、上記１の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起するこ
　とができません。審査請求の裁決を経た後は、その裁決があったことを知った日の翌日から起
　算して６か月以内に福岡県を被告として（代表者は福岡県知事となります。）この処分の取消
　しの訴えを提起することができます。
　　ただし、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合には、審査請求に対する裁決
　を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。
　（１）審査請求があった日の翌日から起算して３か月を経過しても裁決がないとき。
　（２）処分、処分の執行又は手続の続行により生じる著しい損害を避けるため緊急の必要があ
　　　るとき。
　（３）その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。
３　ただし、上記の期間が経過する前に、この処分があった日の翌日から起算して１年を経過し
　た場合は、審査請求をすることができなくなり、また、審査請求に対する裁決のあった日の翌
　日から起算して１年を経過した場合は、処分の取消しの訴えを提起することができなくなりま
　す。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求に対する裁決）があっ
　た日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴
　えを提起することが認められる場合があります。

第         　号

  年　 　月　　日

　　　　　　年　　月　　日付けで徴収の猶予をすることとした不動産取得税について、下記

　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　福岡県　　　　　県税事務所長

　

　のとおり徴収の猶予を取り消すこととしたので、地方活力向上地域における福岡県税の不均

　一課税に関する条例第５条第２項の規定により通知します。

地方活力向上地域における不動産取得税の徴収猶予取消通知書

徴収猶予取消金額

印
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様式第９号（第７条関係）

課税年度

  摘 要

申　請　者
所　在　地
（住　 所）

　　

フリガナ

　　　　年　　月　　日　　

法人名及び
代 表 者 名
（氏　 名）

 ㊞　
福岡県

　　　　   県税事務所長　殿
 電話　　　　 －　　　　 －　　

　　　   受付印

納付税額 納付年月日

個人番号又
は法人番号

（右詰で記載）

地方活力向上地域における不動産取得税の還付申請書

　　下記不動産取得税について、地方活力向上地域における福岡県税の不均一課税に関す

　る条例第６条第１項の規定の適用を受けたいので、同項の規定により申請します。

課税番号 還付申請額

円 円 



第３８７４号 増刊①福 岡 県 公 報平成 29 年３月 10 日　金曜日13

　
福
岡
県
告
示
第
百
六
十
一
号

　

福
岡
県
農
業
経
営
負
担
軽
減
支
援
資
金
利
子
補
給
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示
を
次
の
よ
う
に
定

め
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

�

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

　
　
　

福
岡
県
農
業
経
営
負
担
軽
減
支
援
資
金
利
子
補
給
規
程
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

　

福
岡
県
農
業
経
営
負
担
軽
減
支
援
資
金
利
子
補
給
規
程
（
平
成
七
年
九
月
福
岡
県
告
示
第
千
六
百
十�

一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
一
条
中
「
そ
の
交
付
に
関
し
て
は
、
」
の
下
に
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
」
を
加
え
る
。

　

第
二
条
中
「
年
一
．
二
五
％
と
し
、
貸
付
利
率
は
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
第
二
の
四
の
（
四
）
に
定
め
ら

れ
た
」
を
「
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
第
三
の
二
に
基
づ
き
通
知
さ
れ
る
基
準
金
利
か
ら
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
第
二
の

四
の
（
四
）
に
定
め
ら
れ
た
貸
付
利
率
を
控
除
し
た
」
に
改
め
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
告
示
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
福
岡
県
農
業
経
営
負
担
軽
減
支
援
資
金
利
子
補

給
規
程
の
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
三
月
十
日
以
降
に
貸
し
付
け
ら
れ
た
支
援
資
金
に
つ
い
て
適
用
し

、
同
日
前
に
貸
し
付
け
ら
れ
た
支
援
資
金
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　
福
岡
県
告
示
第
百
六
十
二
号

　

福
岡
県
に
お
け
る
主
要
農
作
物
の
奨
励
品
種
（
平
成
元
年
十
月
福
岡
県
告
示
第
千
七
百
二
十
九
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

�

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

　

五
の
表
中

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

を

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

に
改
め
る
。

　
福
岡
県
告
示
第
百
六
十
三
号

　

収
納
代
理
金
融
機
関
の
指
定
（
平
成
五
年
一
月
福
岡
県
告
示
第
二
十
一
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に

改
正
し
、
平
成
二
十
九
年
三
月
十
三
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

�

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

　

一
の
表
収
納
代
理
金
融
機
関
名
の
欄
中
「
九
州
幸
銀
信
用
組
合
」
を
「
横
浜
幸
銀
信
用
組
合
」
に
改

め
る
。

　
福
岡
県
告
示
第
百
六
十
四
号

　

悪
臭
防
止
法
に
基
づ
く
規
制
地
域
及
び
規
制
基
準
（
平
成
十
四
年
三
月
福
岡
県
告
示
第
四
百
七
十
三

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
平
成
二
十
九
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

�

福
岡
県
知
事　
　

小　

川　
　

洋　
　

　

第
一
号
イ
中
「
、
久
山
町
」
を
削
り
、
同
号
ハ
中
「
新
宮
町
」
の
下
に
「
、
久
山
町
」
を
加
え
る
。

　

へ
き
地
等
学
校
の
指
定
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
制
定
し
、
こ
こ
に
公
布
す
る
。

　
　

平
成
二
十
九
年
三
月
十
日

�

福
岡
県
教
育
委
員
会　
　

福
岡
県
教
育
委
員
会
規
則
第
一
号

　
　
　

へ
き
地
等
学
校
の
指
定
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則

　

へ
き
地
等
学
校
の
指
定
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
四
十
六
年
福
岡
県
教
育
委
員
会
規
則
第
十
号
）
の
一

部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　

第
一
条
中
「
、
準
へ
き
地
学
校
及
び
特
別
の
地
域
に
所
在
す
る
学
校
等
」
を
「
及
び
準
へ
き
地
学
校

」
に
改
め
る
。

　

第
四
条
を
削
る
。

　

別
表
第
一
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

　

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

告
　
　
　
示

フ
ク
ユ
タ
カ

フ
ク
ユ
タ
カ

ち
く
し
豆
５
号

教
育
委
員
会
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別
表
第
三
を
削
る
。

　
　
　

附
　
則

　

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

所　
　

在　
　

地

学　
　

校　
　

名

区級
分地

宗
像
市
地
島

地
島
小
学
校

二

　

〃　

大
島

大
島
小
学
校

一

　

〃　

大
島

大
島
中
学
校

一

　

〃　

大
島

宗
像
市
学
校
給
食
大
島
調
理
場

一

糸
島
市
王
丸

怡
土
小
学
校
王
丸
分
校

一

糟
屋
郡
篠
栗
町
大
字
萩
尾

篠
栗
小
学
校
萩
尾
分
校

一

　

〃　

新
宮
町
大
字
相
島

相
島
小
学
校

二

　

〃　

新
宮
町
大
字
相
島

新
宮
中
学
校
相
島
分
校

二

糸
島
市
志
摩
姫
島

姫
島
小
学
校

三

　

〃　

志
摩
姫
島

志
摩
中
学
校
姫
島
分
校

三

八
女
市
矢
部
村
北
矢
部

矢
部
小
学
校

一

　

〃　

星
野
村
一
二
〇
五
九

星
野
小
学
校

一

　

〃　

矢
部
村
北
矢
部

矢
部
中
学
校

一

田
川
郡
添
田
町
大
字
津
野

津
野
小
学
校

一

京
都
郡
み
や
こ
町
犀
川
上
伊
良
原

伊
良
原
小
学
校

二

　

〃　

み
や
こ
町
犀
川
上
伊
良
原

伊
良
原
中
学
校

二


